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■学校経営のポイント

新学習指導要領を実現する学校マネジメント
小島 宏

新学習指導要領の全面実施（2020年～）に向け

て、次年度から移行措置が始まる。いよいよ教育改

革のスタートである。そこで、移行期における学校マ

ネジメントについて考えてみよう。

学校マネジメントの基本

学校マネジメントにおいて基本となることは、次の

３点に集約することができる。

第一は、児童生徒に「質の高い教育を保障する教

育活動を展開する」という目的の確認である。

学校は、第一の目的を実現するために意図的に

作られた組織である。よって、第二は、目的を実現す

るための教職員組織の構成と運営である。

第三は、児童生徒や保護者及び社会に対して「個

人としても社会人としても有用な人材を輩出する」と

いう責任（約束）を果たすことである。

教育改革の概要の理解

まず、教育改革の概要について理解する必要が

ある。そこで、中教審答申（平成28年12月）の「社会

に開かれた教育課程」「育成を目指す資質・能力」

「教科等を学ぶ意義と教科等間・学校段階間のつな

がりを踏まえた教育課程の編成」「各教科等の指導

計画の作成と実施、学習・指導の改善・充実」「子供

の発達を踏まえた指導」「学習評価の充実」「学習指

導要領等の理念を実現するために必要な方策」につ

いて、再確認する必要がある。

次に、新学習指導要領総則の第５「学校運営上の

留意事項」等を理解し、以下の充実が求められる。

(1) 教育課程の改善と学校評価等

教職員が適切に校務を分担・連携し、学校の特色

を生かしたカリキュラム・マネジメントを進める。教育

課程のＰＤＣＡが学校運営と教育活動の中核になる

よう学校評価を行う。学校の全体計画や教育課程外

の教育活動との関連を図るなど。

(2) 家庭や地域社会との連携・協働と学校間の連携

人的・物的な体制整備など、家庭や地域社会との

連携・協働を深める。他校との連携や交流、障害の

ある幼児児童生徒との交流及び共同学習など、尊重

し合い協働して生活していく態度を育てるなど。

校長のリーダーシップ

関連法規の規定や学習指導要領及び教育委員会

の方針に基づいて、学校運営や教育活動を進めるこ

とが基本である。その際、指示待ちや受け身ではな

く、校長として学校経営の基本方針を明確に示し、教

職員と一体となって実行することが重要である。

このような学校（校長）が、教育的諸課題（資質・能

力の育成、主体的・対話的で深い学び、いじめ・不登

校、ICT活用、特別支援教育と合理的配慮・UD、学

習評価の充実など）に実効性のある学校運営と教育

活動を可能にするのである。

開かれた学校

学校は、教育課程や学校運営について教職員が

共有し実施していく。一方で、家庭や地域社会に対し

ても「何を、どのように進め、どのような状況である

か」を可能な限り公表していくようにする。

このことによって、保護者や地域住民等の視点か

らの意見、感想、提案、疑問や批判などが得られ、そ

れらを「児童生徒のためになるか？」を判断基準にし

て有効に活用することが可能になる。

また、学校の諸情報の公表は、評価資料を提供す

ることになり、学校関係者評価や第三者評価の効果

的な実施につながることにもなる。

（こじま・ひろし＝元東京都公立小学校長･(公財)豊島修練会理事長）
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